
経済産業政策関係調査事業
令和6年度概算要求額 13億円（8.0億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

今、日本経済は、デフレから脱却し、持続的な経済成長を実
現していく、大きな分岐点にある。民間企業による賃上げや国
内投資への意欲が示される中、民間の投資を呼び込み、イノ
ベーションによって生産性を上げ、所得を向上させる好循環の
実現を目指しており、成長分野への投資や人的資本投資を
進める大胆な政策の検討が必要。このため、各国の産業政策
のあり方について調査するとともに、我が国の経済情勢・産業
構造等を踏まえ、国内において成長分野への投資や人的資
本投資を促進していくための経済産業政策上の課題抽出や
具体的な政策対応を導き出すことを目的とする。

経済産業政策局総務課

大臣官房業務改革課

電力・ガス取引監視等委員会総務課

大臣官房広報室

成果目標

毎年約60～70件の調査を、

経済産業政策への企画立案へ活用する。

事業概要

我が国経済及び産業の発展等に必要な施策の遂行のために、
専門的な知見を有するシンクタンク等へ委託を行い、各国の産
業政策の分析及び経済産業政策上の課題抽出を行う。

経済産業政策上の課題抽出や具体的な政策対応を導き出す
ための包括的・基礎的な調査について、シンクタンク等へ委託す
る。
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